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持続的経営と税　（５）
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　「ＢＥＰＳ（税源浸食と利益移
転）」は、国際税務を専門とする
人にとって、この用語が国際協議
の場に登場した 年以来、一大
トピックとなっている。
　ＢＥＰＳとは、各国の税制の差
を突いて税務上の利益を消滅させ
たり、低税率国に利益を移転させ
たりするような多国籍企業による
タックスプランニング戦略のこと
をいう。
　 年代に欧米の多国籍企業を中
心に積極的に行われていたが、
年のリーマン・ショックに伴う
各国の財政悪化で問題視されるよ
うになり、 年に経済協力開発機
構（ＯＥＣＤ）や カ国・地域
（Ｇ ）を中心とした多国間での
取り組みの対象となった。
　この取り組みは 年に最終報告
書としてまとめられ、各国はこれ
に基づいて税制改正や多国間条約
の締結を実施し、また、企業の税
情報の開示強化を進めてきた。日
本では 年度税制改正で全ての対
応を完了し、それをもっておおむ
ね終了するものと思われていた。
　しかし、ＢＥＰＳ最終報告書に
は、議論に時間がかかりすぎると
して先送りされた課題が残ってい
た。「経済のデジタル化に伴う税
制上の課題」とされるものだ。具
体的には、①デジタル経済の時代
にも関わらず多国籍企業の進出先
国は多国籍企業が拠点を設けない
限り課税できない②デジタル化に
伴って多国籍企業が従来より有利

な税制がある国に移転しやすくな
った――という課題である。
　これらの先送りされた課題に対
して、 年春ごろから国際的な議
論が再び活発になり、 年に再び
国際合意ができた。
　この合意では①への対応を「第
１の柱」、②への対応を「第２の
柱」と呼び、それぞれの柱に２つ
ずつ計４つの新たな制度を導入す
るとした。この４制度は企業に多
大な負担をもたらすとみられてお
り、第２の柱「ＧｌｏＢＥルー
ル」は、日本では 年度税制改正
大綱で導入が盛り込まれた。
　ＧｌｏＢＥルールは、グローバ
ル税源浸食防止（Ｇｌｏｂａｌ　Ａｎｔｉ―Ｂａ
ｓｅ　Ｅｒｏｓｉｏｎ）の頭文字をとったも
ので、多国間での最低税率の合意
を目指している。日本では「グロ
ーバル・ミニマム課税制度」とも
いわれる。
　年間総収入 億円以上の多国
籍企業を対象に、進出国別に実際
の税負担率を計算させ、 ％を下
回らないようにする。つまり進出
国別に ％を下回る部分について
追加的に課税する制度だ。
　多国籍企業が税制によって進出
国を選ぶ行為を抑制し、各国間の
法人税率引き下げ競争に歯止めを
かけることが期待されている。
　日本の法人税制は世界的にも厳
しいことから、日本企業では追加
的な課税はあまり発生しないとさ
れる。ただ進出国別の税負担率の
計算方法は複雑で、進出国でも課
税が発生する仕組みであることか
ら、コンプライアンス（法令順
守）上の負荷が大きい。税務申告
に必要な情報収集は税務部門のみ
では難しいことも課題となってい
る。


